
課等名 契約の名称 契約年月日 契約の相手方 契約金額（円） 契約の相手方を選定した理由 摘　　要

環境生活部
自然環境局
野生動物対策課

令和5年度（2023年度）ヒ
グマ緊急普及啓発事業委
託業務

令和5年9月22日 北海道放送株式会社 6,380,000 別紙１のとおり
指名選考の過程
別紙２のとおり

随　　　意　　　契　　　約　　　結　　　果　　　一　　　覧　　　表



別紙１ 

 

１ 業務名 

令和 5年度（2023年度）ヒグマ緊急普及啓発事業委託業務 

 

２ 契約の相手方を選定した理由 

本業務は、近年の人とヒグマのあつれきの増加に鑑み、普及啓発を緊急的に全道規模で

効果的に実施するため、広報・広告に関する最新の知見をふまえ、あらたな視点による普

及啓発を実施する必要がある。とりわけ、WEBコンテンツによるヒグマ学習（仮称：ヒグ

マ検定）については、新しい試みであり、その内容・経費・作成技術ともに比較対象とす

る事例が無く、最良の効果が期待できる企画の提案を求める必要がある。また、シンポジ

ウム等においても、道民の関心を引くように、従来型の形式にとらわれず、自由な発想か

ら訴求力に優れた企画を求める必要がある。さらに、WEBコンテンツ・シンポジウム双方

とも、本事業の目的についての十分な理解に基づいた企画が求められることから、あらか

じめ業務の最適な処理方法や成果の水準を設定できず、契約に係る仕様を示すことが困

難である。 

また、選考に当たっては、事業遂行能力や実施内容等についての適格性を判断する必要

がある。 

以上のことから、総合的審査が可能な公募型プロポーザル方式を採用した。 

  令和 5年(2023年)年８月 29日に開催したプロポーザル審査会における審査の結果、最

良の提案をした者として、北海道放送株式会社（代表取締役社長 勝田 直樹）を選定し、

９月１日に開催された環境生活部指名選考委員会において、当該者から見積書を徴取す

ることの適否について審議を諮ったところ、当該者が見積書を徴取する者として選考さ

れたもの。 

 

３ 契約の根拠 

  地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

    北海道財務規則運用方針第６章第３節関係１の（２） 

 



環境生活部長

次長

環境保全局長

自然環境局長

くらし安全局長

文化局長

スポーツ局長

アイヌ政策推進局長

総務課長

４　説明員等の状況

野生動物対策課
ヒグマ対策室長

総務課課長補佐

５　指名選考過程等

1 委託 全会一致

2

3

　地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号

　北海道財務規則運用方針第６章第３節(随意契約)関係１の（２）契約の目的物が代替性のないものであるとき。

特
　
記
　
事
　
項

随意契約

議決の状況
指名
者数

摘　要

令和5年度(2023年度)ヒグマ緊急普及啓
発事業委託業務

補助者

書　記 井川　浩樹

番
号

契　約　の　名　称 契約の種類 指名選考基準
指名
候補
者数

委 　員 新井田　順也 出

説明員 井戸井　毅

補助者

委 　員 髙見　芳彦 出

委 　員 高橋　奉己 出

委 　員 佐藤　圭子 出

委 　員 塚田　みゆき 出

委 　員 竹澤　祐幸 出

委 　員 竹本　広幸 出

３　委員の出席状況

委員長 加納　孝之 出

委 　員 松谷　雅一 出

入札参加者指名選考過程等一覧表

１　指名選考委員会開催年月日　　 令和5年(2023年）9月1日（金）午前8時50分から午前9時50分まで

２　指名選考委員会開催場所 道庁本庁舎12階　環境生活部部長室

065837
テキストボックス
別紙２



別 紙 ３

プ ロ ポ ー ザ ル 方 式 審 査 結 果

業 務 名 令 和 ５ 年 度 ( 2 0 2 3 年 度 ) ヒ グ マ 緊 急 普 及 啓 発 事 業 委 託 業 務

公 告 日 令 和 ５ 年 ７ 月 １ ８ 日

選 定 し た 最 良 の 提 案 者 名 北 海 道 放 送 株 式 会 社

選 定 し た 日 令 和 ５ 年 ９ 月 １ 日

審 査 結 果

順 位 提 案 者 得 点 摘 要

１ 北 海 道 放 送 株 式 会 社 ４ ３ ６ 採 用

２ B 社 ４ ０ ０

３ C 社 ３ ８ ５


